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「2025年 病院におけるカーボンニュートラル行動計画 

フォローアップ実態調査」の実施について 

 

現在、政府の目標として、2050年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロに

する「カーボンニュートラル」の実現が掲げられております。日本医師会、日本

病院会、全日本病院協会、日本医療法人協会、日本精神科病院協会ならびに東京

都医師会は「病院における地球温暖化対策推進協議会」を設置し、国が進める

「カーボンニュートラル行動計画」に協力する観点から、「病院におけるカーボ

ンニュートラル行動計画」（旧「病院における低炭素社会実行計画」）の推進を

図っているところです。 

今般、電気料金対策やエネルギー対策の視点を含む調査を行うに当たり、50

床以上の民間病院2,600施設宛に別添のとおり依頼しましたのでお知らせいたし

ます。 

 



令和 7 年 9 月 1 日  

施設長 殿  

公益社団法人 日本医師会 

一般社団法人 日本病院会 

公益社団法人 全日本病院協会 

一般社団法人 日本医療法人協会 

公益社団法人 日本精神科病院協会 

 

2025 年病院におけるカーボンニュートラル行動計画フォローアップ実態調査 

回答のお願い 

 

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。  

現在、政府の目標として、2050 年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロにする「カー

ボンニュートラル」の実現が掲げられております。日本医師会、日本病院会、全日本病院

協会、日本医療法人協会、日本精神科病院協会ならびに東京都医師会は「病院における地

球温暖化対策推進協議会」を設置し、国が進める「カーボンニュートラル行動計画」に協

力する観点から、「病院におけるカーボンニュートラル行動計画」（旧「病院における低炭

素社会実行計画」）の推進を図っているところです。  

つきましては一昨年に引き続き、電気料金対策やエネルギー対策の視点を含む調査を実

施いたしますので、別添の調査票のとおり、貴施設における 2023 年度ならびに 2024 年度

のエネルギー消費量及び地球温暖化対策の実施状況等について、2025 年 9 月 30 日（火）

までにご回答頂ければ幸甚です。 

ご提出頂いた内容は「病院における地球温暖化対策推進協議会」で取りまとめ、病院の

取組みとして厚生労働省「低炭素社会実行計画フォローアップ会議」で報告いたします。

なお、過去の報告書等については以下をご確認いただければ幸いです。また、回答いただ

いた施設には、貴施設のエネルギー使用量、CO2 排出量、地球温暖化対策実施状況などを

示した「フィードバック票」を送付させていただきます。 

ご多忙の折誠に恐縮ですが、本調査の趣旨をご理解頂き、是非ともご協力賜りますよう

お願い申し上げます。 

 

記 

過去の報告書等（日本医師会ホームページ） 

https://www.med.or.jp/doctor/sonota/sonota_etc/010684.html 

※「病院における低炭素社会実行計画」で web 検索してください。2023 年調査については

「別冊【報告 1】」として概要を掲載しています。 

以上 
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2025 年病院におけるカーボンニュートラル行動計画 

フォローアップ実態調査 調査票

本調査の集計・分析は NPO 環境持続建築に委託しております。また、ご提出頂いた内容

は統計処理以外には一切使用いたしません。 

（１）調査スケジュール

2025年 9月 30日 ：調査票回収締め切り 

2026年 2月 ：集計・分析結果とりまとめ 

2026年 3月 ：本年度フィードバック票発送 

（２）調査の回答方法

①NPO 環境持続建築のホームページから調査票（Excel）をダウンロードしてくださ

い。回答を入力のうえ、再度同じ URL にアクセスし、アップロードしてください。

ダウンロード・アップロードページ（NPO環境持続建築ホームページ） 

https://npo-kankyoconsult.100nen-kankyo.jp/2025-cn/ 

○短縮 URL https://bit.ly/4mvfF8F を入力しアクセス

○またはインターネット検索で「環境持続建築 調査票」と検索しアクセス

調査票の読み取りパスワード ： ●●●●●●●●

②上記①が難しい場合は、記入済みの Excel 調査票または紙の調査票をスキャンした

ファイルを kankyo@sead.jp に送信してください。

③上記①②ともに難しい場合は、記入済みの調査票を同封の返信用封筒でお送り下さ

い。切手は不要です。

（３）お問い合わせ先

調査票の内容についてのお問い合わせはメールで NPO 環境持続建築にお願いいたし

ます。メールが使用できない場合のみ、FAX（お電話番号をご記入ください）でお願

いいたします。 

メール ：kankyo@sead.jp（NPO 環境持続建築・調査担当窓口：佐々木） 

FAX ：03-5570-2108（NPO 環境持続建築・調査担当窓口：佐々木） 

TEL ：03-3942-6138（日本医師会健康医療第一課：三浦、古尾谷
ふるおや

） 

※調査票の内容については、日本医師会では回答できないことがあります。

調査番号： 

mailto:kankyo@sead.jp
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I. 病院概要について

2023 年度、2024 年度のエネルギー使用状況について伺います。2025 年 3 月 31 日（2024

年度末）現在の貴施設の事業所としての情報をご回答ください。（1）～（12）の枠内にご

記入いただくか、該当するものに○印をつけてください。 

(1) 法人名

(2) 病院名

(3) 病院種別 １．一般病院（2、3 以外の病院）  ２．精神科病院  ３．特定機能病院 

(4) 開設主体

１．日赤・社会保険関係団体 

４．私立学校法人 

７．その他の法人 

２．公益法人（社団・財団等） 

５．社会福祉法人 

８．個人 

３．医療法人 

６．営利法人（会社） 

(5) 所属団体

貴施設（長）が所属する団体の全てに○印をつけて下さい。 

１．全日本病院協会       ２．日本病院会 ３．日本精神科病院協会 

４．日本医療法人協会     ５．日本医師会 

(6) 
ご回答者 

（連絡担当） 

ご所属 : お名前 : 

電話番号 : FAX 番号 : 

E メール ： 

病院所在地 ： 

【2023 年度】2024 年 3 月 31 日現在 【2024 年度】2025 年 3 月 31 日現在 

(7) 許可病床数 , 床 , 床 

（一般病床） （ , 床 ） （ , 床 ） 

（療養病床） （ , 床 ） （ , 床 ） 

（精神病床） （ , 床 ） （ , 床 ） 

（その他病床） （ , 床 ） （ , 床 ） 

※医療法上の届出に応じて記入してください。回復期リハビリテーション病棟についても同様

に、医療法上の届出に応じて、一般病床または療養病床の欄に記入してください。

(8) 病床利用率 ％（小数点第一位まで） ％（小数点第一位まで） 

(9) 延べ床面積
, ㎡ , ㎡ 

※延べ床面積は病院の使用面積をご記入ください。併設の病院以外の施設面積は、全体の延

べ床面積から除外してください。※延べ床面積は、小数点以下を四捨五入してください。

(10) 駐車場面積 , ㎡ , ㎡ 

(11) 
医業収入 

合計 

, 百万円 , 百万円 

※（9）の延べ床面積に対応する 2023 年度、2024 年度の医業収入全体を記入ください。 

(12) 

省エネ法 

関連 

2024 年度、省エネ法（エネルギー使用の合理化に関する法律）での「エネル

ギー使用状況届出書」、「定期報告書」、「中長期計画書」を提出しましたか。 

１．第一種エネルギー管理指定工場等（原油換算 3,000kL 以上）のものを提出 

２．第二種エネルギー管理指定工場等（原油換算 1,500kL 以上）のものを提出 

３．提出していない     ４．わからない 
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II. エネルギー使用量について 

2023 年度、2024 年度のエネルギー使用状況についてご記入ください。 

 

（１） 2024 年度では、貴施設の主な契約電力会社は以下のどれに該当しますか？該当する番号

全てに○印をつけてください。 

1． 北海道電力 2． 東北電力 3． 東京電力エナジーパートナー 

4． 中部電力ミライズ 5． 北陸電力 6． 関西電力 

7． 中国電力 8． 四国電力 9． 九州電力 

10．沖縄電力  

11．その他（契約会社名：                          ） 

 （選んだ理由：                          ） 

 

（２） 貴施設の延床面積に対応する 2023 年度、2024 年度の年間使用量（購入量）と料金を、お

使いのエネルギー毎に単位を確認の上、小数点未満を四捨五入してご記入ください。自家発電

の電気は自家消費分をご記入ください。 

 

2023 年度 

（2023年４月～2024年３月） 

2024 年度 

（2024年４月～2025年３月） 

使用量 料金 使用量 料金 

電気（買電） kWh 円 kWh 円 

電
気
（
自
家
発
電
） 

太陽光発電 kWh  kWh  

風力発電 kWh  kWh  

地熱発電 kWh  kWh  

水力発電 kWh  kWh  

その他発電

（          ） 
kWh  kWh  

都市ガス m
3
 円 m

3
 円 

液化石油ガス（LPG、プロパンガス） m
3
 円 m

3
 円 

重油 L 円 L 円 

灯油（メンテナンス用含む） L 円 L 円 

上水（井戸水は除く） m
3
 円 m

3
 円 

軽油 Ｌ 円 Ｌ 円 
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＜エネルギー使用量ご記入の際の注意点等＞ 

①  使用量・料金について、2023 年度、2024 年度の各々１年間の請求書の金額を年度ごとに
合計し、ご記入ください。 

②  使用量は、施設の延床面積に対応して使用した数量をご記入ください。 

③  「お客様番号」（請求書）が複数ある場合については、全てを合計してご記入ください。 
 ※施設建物と別契約で、公衆街路灯、駐車場、看護師寮等がある場合は、調査対象外となります。

使用電力が記載された「電気料金等請求書」等が複数枚ある場合はご留意下さい。 

④  複数のエネルギー会社と契約している場合は、エネルギー種別ごとに合計してご記入くだ
さい。 

⑤  電気使用量・都市ガス使用量のご記入に際して、参考までに主な電力会社・都市ガス会社
を以下に掲載しました。必要に応じてご参照ください。契約者（本人）を確認のうえ、通
常 1～2 週間のうちに各々２年間の使用量が連絡されます（一部、回答可能な月数に制限
があります。以下の注意点をご確認の上、お問い合わせください）。 

⑥  使用量は、供給会社等からの購入量のみをご記入ください。 

⑦  月別の請求書を合計して、1 年間のエネルギー使用量をご記入下さい。 
⑧  継続的フォローアップのため、今後引き続きご協力をお願い致したく、請求書データの保

管をよろしくお願い致します。 
 

＜電力会社・都市ガス会社にお問い合わせの際の注意点＞ 

・ 下記の連絡先では、基本的に料金に関するお問合せは対応できませんのでご了承下さい。 
・ お問合せの際は、契約者（本人）の確認等が必要になりますので、検針時に配付される「電気

（ガス）使用量のお知らせ」をご用意ください。数点質問される場合もあります。 
・ 一部を除き、回答は電話対応のみとなっています。  
・ 受付時間は各社で異なりますが、平日 9:00～17:00 は各社対応可能です（夜間・休日は対応不可）。 

  

契約電力会社 担当窓口 連絡先（一部は受け持ちエリア別） 

北海道電力㈱ 各支社 
ホームページ等に記載された電話番号にお問合せください。 
(その際、法人担当窓口に用件がある旨、お伝えください。) 
※当社 Web サービスでも使用実績をご確認いただけますのでご利用ください。 

東北電力㈱ カスタマーセンター 0570-550-220 ：受付時間  月～金 9:00～17:00 (祝日を除く) 

東京電力エナ
ジーパートナー

㈱ 
各カスタマーセンター 

ホームページ等に記載された電話番号にお問合せください。 
受付時間：月曜日～土曜日 9：00～17：00（休・祝日除く） 
※当社 Web サービスでも使用実績をご確認いただけますのでご利用ください。 

中 部 電 力 
ミライズ㈱ 

各カスタマーセンター 
ホームページ等に記載された電話番号にお問合せください。 
※当社 Web 会員サービス「カテエネ」「ビジエネ」でも使用実績をご確
認いただけますのでご利用ください 

北陸電力㈱ 
営業担当者（各事業所）また
はお客さまサービスセンター 

・北陸エリアのお客さま：当社の営業担当者またはお近くの事業所（電話
番号は、当社からの郵送物・ホームページ等に記載）にお問合せください。 
・その他エリアのお客さま：お客さまサービスセンター（0120-418969）
にお問合せください。 

関西電力㈱ コンタクトセンター 
「電気料金請求書」に記載された電話番号にお問合せください。 
※インターネットで使用実績を照会できる「電気ご使用量お知らせサービ

ス」もご利用ください。 

中国電力㈱ 
各セールスセンター 

※セールスセンターへの電話
はカスタマーセンターで受付 

担当のセールスセンターおよび電話番号(フリーダイヤル)については、
「電気ご使用量のお知らせ」またはホームページでご確認ください。 

四国電力㈱ 各支店・営業所 
「電気使用量のお知らせ」またはホームページに記載された電話番号にお
問合せください。※Web サービス「よんでんコンシェルジュ」でも使用
実績をご確認いただけますのでご利用ください。 

九州電力㈱ 
各営業所 ※ 営業所への 

電話はコールセンターで受付 
「電気ご使用量のお知らせ」またはホームページに記載された電話番号に
お問合せください。 

沖縄電力㈱ 料金センター 
コールセンター0120-586-391（IP 電話 098-993-7777）：受付時間 月
～金 8:30～17:00（休・祝日を除く）※Web サービス「電気ご使用実績照
会サービス」でも使用実績をご確認いただけますのでご利用ください。 
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※1 祝日を除く、月曜日～金曜日 

※2 情報開示の申込書が必要（書面回答）となります。 

※3 郵送による「ガス使用量証明書」の発行は有料です。また、Web 会員サービス「myTOKYOGAS ビジネス」

「myTOKYOGAS」による発行は無料です。 

※4 「ガス使用量証明書」の発行について、最新検針月から 2 年（24 ヶ月）超の過去分が含まれる場合は 1 件の手数料

を 500 円として算出します。 

  

契約都市ガス会社 担当窓口 連絡先 

北海道ガス(株) お客さまセンター 

0570-008800 
（ナビダイヤルをご利用になれない場合：011-
792-8110） 
（平日※1 9:00～17:00） 

仙台市ガス局 
営業推進部 都市エネルギー営業課 
ソリューション営業係 

022-292-7709（平日※1 8:30～17:00） 

京葉ガス(株) お客さまコンタクトセンター 047-361-0211（月～土曜 9:00～19:00） 

北陸ガス(株) お客さまセンター※２ 

0570-025-880 
（ナビダイヤルをご利用になれない場合：025-
229-1104） 
（平日※1 8:30～19:00） 
（土曜 8:30～17:10） 

東京ガス(株) お客さまセンター 情報開示センター※3※4 
0570-002211 
(月～土曜 9:00～19:00) 
(日・祝 9:00～17:00) 

静岡ガス(株) お客さまコンタクトセンター 
0570-020-161 
（平日※1 8:45～19:00） 
（土日祝 8:45～18:00） 

東邦ガスエナジーエ
ンジニアリング(株) 

都市エネルギー営業第二部 052-872-9739（平日※1 9:00～17:00） 

大阪ガス(株) エネルギーコンタクトセンター 0120-652-233（平日※1 9:00～17:30） 

広島ガス(株) 業工用エネルギー営業部 082-252-3025（平日※1 9:00～17:30） 

西部ガス(株) お客さまサービスセンター 0577-000-312（月～土曜 9:00～19:00） 
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III. エネルギー消費量削減について 

2025 年９月１日現在、以下の設問について該当する番号に○印をつけるとともに、記入欄があ

る場合には、数値等をご記入ください。 

 

Q１ エネルギー消費量削減（省エネルギー）の推進について 

Q１-１ 貴施設でのエネルギー消費量を削減することへの取り組み状況を自ら評価した場合、

次のどれに該当しますか（１つに○印）。 

1. 積極的に取り組んでいると思う  2. ある程度取り組んでいると思う  

3. あまり取り組んでいないと思う  4. 全く取り組んでいないと思う 5. わからない 

 

Q１-２ 貴施設で 2024 年度の電気・ガス・石油等の使用量に影響を与えたと思われる医療業務

や環境の変化について、増加要因と減少要因に分けて、該当する全ての番号を下の枠内

にご記入下さい。 

1. 外来患者数の増加 2. 外来患者数の減少 

3. 入院患者数の増加 4. 入院患者数の減少 

5. 病床数の増加 6. 病床数の減少 

7. ４～６人の病室を少人数室・個室に変更  8. 高度な医療機器・検査機器の導入 

9. 情報システム機器の導入 10.診療科目の大幅な変更 

11.救急医療機能の導入 12.患者サービスの向上（自動販売機設置等） 

13.職員のための福利厚生施設の整備 14.新型コロナ感染症（COVID-19）の拡大 

15.気象の変化 16.石油価格の大幅変動 

17.その他（                      ） 

（上の選択肢の該当する番号を全てご記入下さい） 

増加要因  

減少要因  

 

Q２ 地球温暖化対策におけるエネルギー消費量削減の方向性について 

Q２-１ 貴施設では今後エネルギー消費量の削減の余地があると思いますか（１つに○印）。 

1. おおいにある   2. ある   3. あまりない 4. 全くない 5. わからない 

Q２-２ Q２-１のように判断した理由をご記入ください。 
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Q２-３ 2020 年 10 月、菅首相は 2050 年までに温室効果ガスを全体としてゼロにする「カーボ

ンニュートラル、脱炭素社会」の実現を目指すと所信表明しました。さらに政府は 2021

年4月、気候サミットで2030年度における温室効果ガス削減目標を、2013年度比で26％

減から 46％減へ引き上げました。なお、病院における地球温暖化対策推進協議会は 2024

年に、2030 年度の温室効果ガスの削減目標を 2013 年比 46％減に変更しました。 

 

 上記を踏まえ以下の質問に最も当てはまるものを 1 つ選んで○印をつけて下さい。 

1. 政府が 2030 年度までに 2013 年度比で地球温暖化ガスの削減目標を 46％減に引き上

げ、エネルギー基本計画で部門別に地球温暖化ガスの排出量の削減目標（下の参考を参

照）が設定されていることを知っている。 

2. 政府が 2030 年度までに 2013 年度比で地球温暖化ガスの削減目標を 46％に引き上げた

ことは知っているが、部門別に地球温暖化ガスの排出量の削減目標が設定されているこ

とは知らない。 

3. 政府が CO2 の排出量削減を設けたことは知っているが、具体的な削減目標などの詳し

いことは分からない。 

4. 政府の地球温暖化ガスの排出削減目標に関して全く分からない。 

 

（参考）温室効果ガスの排出削減の目標 単位：100 万ｔ-CO2 

  2013 年度実績 2030 年度（2013 年度比削減率） 

温室効果ガス排出量・吸収量 1,407 760（▲46％) 

エネルギー起源 CO2 1,235 677（▲45％） 

  産業部門 463 289（▲38％） 

  業務その他部門（病院含む） 235 115（▲51％） 

  家庭部門 209 71（▲66％） 

  運輸部門 224 146（▲35％） 

  エネルギー転換部門 106 56（▲47％） 

非エネルギー起源 CO2 82.2     70.0（▲15％） 

※出典：「地球温暖化対策計画の概要」内閣官房・環境省・経済産業省 令和 7 年 2 月 

 

Q２-４ 政府の 2030 年度における温室効果ガス削減目標 46％減を実現するために、貴施設  

ではどのような取り組みを実施したいと思いますか。該当するもの全てに○印をつけて

ください。 

1. 屋根、床、壁等の建物外皮の省エネ（断熱工事、遮熱工事、気密工事等） 

2. 高効率の設備機器導入による省エネ 3. 設備機器の運用改善による省エネ 

4. エネルギー転換（重油・灯油から電気へ変更など） 

5. 再生可能エネルギーの積極的導入 6. エネルギーの見える化による管理改善 

7. 日常的な省エネ活動の更なる徹底 8．その他（            ） 

9． わからない 

（参考） 

省エネ対策の具体例については、厚生労働省「病院における省エネルギー実施要領」、環境省「CO2

削減ポテンシャル診断ガイドライン」をご活用ください。  
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Q３ 現在行われている省エネルギー活動や地球温暖化対策の状況について 

Q３-１ 次に掲げる省エネ活動について、該当する状況を下記番号から選び、項目毎に回答欄

にご記入下さい。病院内の一部での活動状況でも結構です。 

１ 実施中    ２ 今後実施予定    ３ 病院機能維持のため実施困難  

４ 未定（専門的なため判断することが出来ないことを含む）   ５ 予定なし 

 

 項   目 回答欄 

例） 日中窓側の照明器具を消すこと ２ 

1 日中窓側の照明器具を消すこと  

2 照明器具の清掃、管球の交換  

3 高効率照明器具（LED 照明含む）を使うこと  

4 使用時間にあわせ照明を点灯したり間引いたりすること  

5 省エネルギー型ＯＡ機器や電気機器等を導入すること  

6 待機電力削減のため、電気機器や OA 機器を使用していないときに、コンセントを外すこと   

7 エレベーターは閑散時に一部停止すること  

8 省エネ自動販売機を導入すること  

9 深夜電力の利用  

10 トイレ・手洗いに節水こまを使用する等、施設内における節水の推進をすること  

11 省エネを考慮した空調温度・湿度管理を行うこと  

12 空調での外気取り入れ量を適正に調節すること（手術室等を除く）  

13 空調運転の時間をなるべく短くすること  

14 夜間・中間期(春、秋)等は空調運転を止めること  

15 窓ガラスに遮熱フィルムを施工すること  

16 屋上緑化・周辺緑化を行うなど病院の緑化を推進すること  

17 屋上の断熱防水を行うこと  

18 外壁に断熱塗料を吹き付けること  

19 出入口に風除け室を設置すること  

20 定期的にフィルター清掃を行うこと  

21 建物外部の照明・広告等を省エネ化すること  

22 窓・壁・床・吹き抜け等、建築面から冷暖房負荷を低減させること  

23 温度調節機能付シャワーを使用すること  

24 夜間は給湯を止めること  

25 外来者に公共交通機関利用を呼びかけること  

26 従事者にマイカー通勤自粛を薦めること  

27 太陽光発電（ソーラー発電）や風力発電等を利用すること  

28 太陽熱利用(給湯・暖房等)を促進すること  

29 施設で使用する車両をエコカー（ハイブリッド車、電気自動車など）に変えること  

30 コピー用紙等の使用量を削減すること  

31 再生紙を使用すること  

32 笑気ガス（麻酔剤）の適正な使用を極力図ること  

33 施設管理者へ省エネルギー対策を徹底すること  

34 水の有効再利用をすること  

35 職員に対し、地球温暖化対策に関する研修機会の提供や、情報提供を行うこと  

36 職員に対し、地球温暖化対策に関する活動への積極的参加を奨励すること  

37 省エネ関連の認証（例えば ISO14000）を取得すること  

38 その他（具体的に                        ）  

  

上の番号を記入 
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Q４ エネルギー消費に影響する工事について 

2025 年 4 月以降、新築・増改築される全ての建築物に対して、省エネ基準への適合が義務化

されました。具体的には、断熱性能等級 4 以上、一次エネルギー消費量等級 4 以上の基準を満た

す必要があります。参考資料：国交省「改正建築物省エネ法・建築基準法等に関する解説資料と

Q&A」（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/r4kaisei_document.html） 

 

Q４-１ 過去 5 年間（2020 年度～2024 年度）に新築工事や増・改築工事等を行いましたか。該

当するもの全てに○印をつけてください。 

1．新築工事を実施  2．増・改築等の工事を実施  3．工事していない  4．わからない 

 

Q４-２ 増・改築工事等で省エネをめざした内容は何ですか。該当するもの全てに○印をつけ

てください。 

1. 屋根、床、壁等の建物外皮での改修工事  2. 空調設備の更新（省エネ型空調機の導入等） 

3. 換気設備の更新（換気扇コントローラの導入等）  4. 照明設備の更新（LED 照明の導入等） 

5. 給湯設備の更新（高効率ボイラの導入等）  6. 昇降機設備の更新 

7. 変電設備の更新 8. 設備機器等の運用改善（高度制御機器の導入等） 

9. その他（                             ） 

 

Q４-３ 主な設備機器の工事内容や導入機器について具体的にご記入ください。工事金額につい

ては大まかな金額をご記入ください。また、補助金の利用の有無及び事業名もご記入く

ださい。 

導入 

機器 

工事内容や導入機器※１ 

導入台数、能力など 

省エネ効果 

など 

導入金額 

(千円)※２ 

補助金等の利用 

（事業名） 

例1） 

空調 

インバータを導入した省エネ

型空調機へ更新 

電力量 40％削

減 

8,000千円 1．あり  2．なし 

（省エネルギー投資促進支援事業費補

助金） 

例2） 

給湯 

ボイラー効率が89％以上の 

高効率温水ボイラー（２基） 

の導入 

エネルギーコ

スト50％削減 

 1．あり  2．なし 

（ CO2削減ポテンシャル診断事業・

低炭素機器導入事業） 

    1．あり  2．なし 

（               ） 

    1．あり  2．なし 

（               ） 

    1．あり  2．なし 

（               ） 

※１ 台数や能力などは分かる範囲でご記入ください。 

※２ 導入金額は機器金額の他に工事金額を含みます。 

（Q４-２へ） （Q４-3 へ） （Q４-5 へ） 
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Q４-４ 補助金を利用して設備機器を導入した事例に関して、補助金情報の入手方法や導入の

プロセスと問題点、導入の効果に関して下の自由記入欄に詳しくご記入ください。 

導入のきっかけ 

 

補助金情報の 

入手の方法 

 

導入のプロセス 

 

導入上の問題点 

 

導入効果 

 

Q４-5 今後５年間（2025 年度～2029 年度）に、新築工事や増・改築工事等を行う予定はあり

ますか。該当するもの全てに○印をつけてください。 

1．新築工事を予定  2．増・改築等の工事を予定  3．工事の予定はない  4．わからない 

 

Q４-6 今後、増・改築工事、設備改修・修繕・模様替えで省エネをめざす内容は何ですか。該

当するもの全てに○印をつけてください。 

1. 屋根、床、壁等の建物外皮での改修工事  2. 空調設備の更新（省エネ型空調機の導入等） 

3. 換気設備の更新（換気扇コントローラの導入等）  4. 照明設備の更新（LED 照明の導入等） 

5. 給湯設備の更新（高効率ボイラの導入等）  6. 昇降機設備の更新 

7. 変電設備の更新 8. 設備機器等の運用改善（高度制御機器の導入等） 

9. その他（                             ） 

 

Q５ 再生可能エネルギーについて 

Q５-１ 再生可能エネルギーを導入していますか。該当するもの全てに○印をつけてください。  

1．導入している  2．他の事業者が作った再エネ由来電力を購入している   3. 導入を検討している  

 

 

4．導入も検討もしていない 

（Q４-6 へ） （Q５へ） （Q５へ） 

（Q5-2➡5-3➡5-5➡Q6 へ

へ） 

（Q6 へ） （Q5-4➡5-5➡Q6 へ）

 

（Q6 へ） 
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Q５-２ 導入している場合には、その内容をご記入ください。該当するもの全てに○印をつけ

てください。 

1．太陽光発電 2．風力発電 3．水力発電 4．地熱発電 

5．バイオマス発電 6．太陽熱利用 7．雪氷熱利用 8．温度差利用 

9．地中熱利用 10．地熱（温泉熱）利用 11．バイオマス熱利用 

12．その他の再生可能エネルギー（                       ） 

 

Q５-３ 導入している再生可能エネルギーシステムの導入プロセス、システム概要、構成機器、

能力、発電量（利用熱量）、導入の問題点、補助金利用などをご記入ください。 

導入のきっかけ 

 

補助金情報の 

入手の方法 

 

導入のプロセス 

 

導入内容（シス

テム概要 、発電

量、構成機器） 

 

導入上の問題点 

 

導入効果 

 

 

Q５-４ 再エネ機器の導入を検討している場合には、その内容をご記入ください。該当するも

の全てに○印をつけてください。 

1．太陽光発電 2．風力発電 3．水力発電 4．地熱発電 

5．バイオマス発電 6．太陽熱利用 7．雪氷熱利用 8．温度差利用 

9．地中熱利用 10．地熱（温泉熱）利用 11．バイオマス熱利用 

12．その他の再生可能エネルギー（                       ） 
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Q５-５ 再エネ電力を導入または導入検討している病院へお聞きします。再エネ電力の調達方

法について、該当する全ての番号を記入してください。 

1．貴病院が保有する発電設備による発電（自社所有） 

2．貴病院の敷地内に設置した他社の発電設備からの電力購入（オンサイトPPA※1） 

3．貴病院の敷地外に設置した発電設備から直接調達（オフサイトPPA※2） 

4．貴病院が電力小売から再エネ由来電力を購入 

5．その他（                            ） 

 

再エネを導入している 

 

再エネの導入を検討している 

 

※1 オンサイト PPA：電力需要場所（病院など）の敷地内に、PPA 事業者（発電事業者）が太陽

光などの再生可能エネルギー発電設備を設置し、発電した電力を需要家が購入する契約方式。

初期費用は PPA 事業者が負担し、需要家は設置場所を提供し発電した電力を購入する。 

※2 オフサイト PPA：電力需要場所（病院など）から離れた場所に設置された太陽光などの再生

可能エネルギー発電設備から、一般の電力系統を通じて電力を購入する契約方式。病院など

は発電設備を自社で所有せずに、PPA 事業者から再生可能エネルギーを購入する。 

 

Q６ 貴施設において、省エネルギー活動や地球温暖化対策を推進する場合に、必要とされること

は何ですか。該当するものに、全て○印をつけてください。 

1. 専門家のアドバイス 2. 省エネ情報・温暖化対策情報の提供 

3. 省エネルギー診断・温暖化対策診断 4. 省エネ投資・温暖化対策投資の費用対効果 

5. 省エネ投資・温暖化対策投資をするにあたっての、補助金、低利融資等の紹介 

6. 省エネ投資・温暖化対策投資をするにあたっての、補助金、低利融資等の創設 

7. 先進事例の紹介  8. 省エネルギー活動等に関する人材の教育、育成 

9. 電力会社・ガス会社等の省エネ・温暖化対策について積極的な協力 

10. 市町村が省エネ等へ積極的に協力 11. 都道府県が省エネ等へ積極的に協力 

12. 国が省エネ等へ積極的に協力 13. 診療報酬等に省エネ面からの配慮 

14. 税制に省エネ面からの配慮 15. その他（             ） 

 

Q７ 省エネルギー・地球温暖化対策に関して、国等行政へのご意見、ご要望事項があればご記入

ください。 

 

 

 

 

 

 

 

―以上で設問は全て終了です。ご回答いただきありがとうございました。― 
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